
令和３年６月定例月議会議案一覧 

 

議案番号 件   名 

報告 ５ 
令和２年度豊明市土地開発公社決算並びに令和３年度豊明市土
地開発公社事業計画及び予算の報告について 

報告 ６ 
令和２年度豊明市一般会計予算の継続費に係る繰越報告につい
て 

報告 ７ 
令和２年度豊明市一般会計予算の繰越明許費に係る繰越報告に
ついて 

議案４１ 人権擁護委員候補者の推薦について 

議案４２ 
工事請負契約の締結について（国庫補助事業 （仮称）多世代
交流館整備工事） 

議案４３ 令和３年度豊明市一般会計補正予算（第３号）について 

議案４４ 
豊明市公平委員会の委員の服務の宣誓に関する条例の一部改正
について 

議案４５ 豊明市固定資産評価審査委員会条例の一部改正について 

議案４６ 豊明市職員の服務の宣誓に関する条例の一部改正について 

議案４７ 豊明市税条例の一部改正について 

議案４８ 豊明市手数料徴収条例の一部改正について 

議案４９ 豊明市母子・父子家庭医療費支給条例の一部改正について 

議案５０ 豊明市国民健康保険条例の一部改正について 

議案５１ 令和３年度豊明市一般会計補正予算（第４号）について 

 



報告第５号 

 

   令和２年度豊明市土地開発公社決算並びに令和３年度豊明市土地開発公

社事業計画及び予算の報告について 

 地方自治法第２４３条の３第２項の規定により、土地開発公社に係る経営状

況に関する事項について、別紙のとおり報告する。 

 

  令和３年６月３日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典      



豊明市土地開発公社理事会次第 

日  時  令和 2年 3 月 12 日 

        午前 10 時 00 分～ 

場  所  豊明市役所 政策審議室 

 1  会期の決定 

 2  会議録署名者の指名 

 3  議案上程・提案理由説明 

  議案第 1号  令和 2年度豊明市土地開発公社事業計画について 

  議案第 2号  令和 2年度豊明市土地開発公社収支予算について 

 



令和２年度

収  支  決  算  書

豊明市土地開発公社
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令和３年５月１１日　認定



豊明市土地開発公社理事会次第 

日  時  令和 2年 3 月 12 日 

        午前 10 時 00 分～ 

場  所  豊明市役所 政策審議室 

 1  会期の決定 

 2  会議録署名者の指名 

 3  議案上程・提案理由説明 

  議案第 1号  令和 2年度豊明市土地開発公社事業計画について 

  議案第 2号  令和 2年度豊明市土地開発公社収支予算について 
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２ 役員会に関する事項

(１)　理事会(令和２年５月１１日)

　議案第３号  令和元年度豊明市土地開発公社収支決算の認定について

　議案第４号  剰余金の処分について

(２)　理事会(令和３年３月８日)

　議案第１号  令和３年度豊明市土地開発公社事業計画について

　議案第２号  令和３年度豊明市土地開発公社収支予算について

  令和２年度の取得事業及び処分事業はありませんでした。

１ 総括事項

事  業  報  告  書
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豊明市土地開発公社理事会次第 

日  時  令和 2年 3 月 12 日 

        午前 10 時 00 分～ 

場  所  豊明市役所 政策審議室 

 1  会期の決定 

 2  会議録署名者の指名 

 3  議案上程・提案理由説明 

  議案第 1号  令和 2年度豊明市土地開発公社事業計画について 

  議案第 2号  令和 2年度豊明市土地開発公社収支予算について 
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（単位 : 円）

63,531
0
0

15,159,043

2 公有地取得事業費
3 償  還  金
4 前年度未払金

差      引

63,531
15,221,592

134,531
71,000

3 長期借入金
4 前年度繰越金

支  払  資  金
1 販売費及び一般管理費

資金執行計算書

受  入  資  金
1 事業収益
2 事業外収益

15,293,574
0

8,451
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1 事業収益

 (1) 公有用地売却収益 0
      事業収益合計 0

2 事業原価

 (1) 公有用地売却原価 0
      事業原価合計 0
      事業総利益 0

3 販売費及び一般管理費

 (1) 販売費及び一般管理費 71,000
      販売費及び一般管理費合計 71,000
      事業損失 71,000

4 事業外収益

 (1) 受取利息 8,451
 (2) 雑収益 0
      事業外収益合計 8,451

当年度純損失 62,549

損 益 計 算 書
(令和２年４月１日～令和３年３月３１日)

（単位 : 円）
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資 産 の 部

区    分 明            細
預    金 普通預金及び定期預金 15,144,043
基　金 定    期    預    金 10,000,000
土    地 公    有    用    地 19,604,092

44,748,135

負 債 の 部

区    分 借   入   先   等
長期借入金 愛 知 信 用 金 庫 豊明 支店 19,589,092

19,589,092

合           計

財  産  目  録

令和3年3月31日

金            額
（単位 : 円）

金            額

令和3年3月31日

（単位 : 円）

合           計
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（単位 : 円）

1 公有用地取得事業費

 (1) 用 地 費 0
 (2) 補 償 費 0
 (3) 委 託 料 0
 (4) 工 事 費 0
 (5) 支払利息 63,531
 (6) 需 用 費 0

当年度取得事業原価 63,531
前年度末未処分用地 19,540,561
当年度用地売却原価 0
当年度末未処分用地 19,604,092

事  業  原  価  計  算  書
（令和２年４月１日～令和３年３月３１日)
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（単位 : 円）
資  産  の  部

1 流動資産
 (1) 現金及び預金 15,144,043
 (2) 公有用地 19,604,092 （※1）

      流動資産合計 34,748,135
2 固定資産
 (1) 投資その他の資産 10,000,000
      固定資産合計 10,000,000
    資  産  合  計 44,748,135

負  債  の  部
1 固定負債
 (1) 長期借入金 19,589,092
      固定負債合計 19,589,092
    負  債  合  計 19,589,092

資  本  の  部
1 資本金
 (1) 基本財産 10,000,000
      資本金合計 10,000,000
2 準備金
 (1) 前期繰越準備金 15,221,592
 (2) 当期純損失 62,549
      準備金合計 15,159,043
    資  本  合  計 25,159,043

44,748,135

※１　個別法による原価法に依っております。

    負 債・資 本 合 計

貸  借  対  照  表
（令和３年３月３１日現在）
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Ⅰ 事業活動によるキャッシュ・フロー

　公有地取得事業収入 0
　公有地取得事業支出 △ 63,531
　人件費支出 0
　その他の業務支出 △ 71,000
　   小計 △ 134,531

　利息の受取額 8,451
　事業活動によるキャッシュ・フロー △ 126,080

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

0
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入れによる収入 63,531
　長期借入金の返済による支出 0

　財務活動によるキャッシュ・フロー 63,531

Ⅳ 現金及び現金同等物減少額 62,549
Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高 5,206,592
Ⅵ 現金及び現金同等物期末残高 5,144,043 （※1）

※1　現金及び現金同等物期末残高に、１年間の定期預金を含めておりません。

キャッシュ・フロー計算書

(令和２年４月１日～令和３年３月３１日)

（単位 : 円）
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区 分 借 入 先 利率 ％ 借入年月日
借 入
方 法

期 首 残 高 当 期 増 加 高 当 期 減 少 高 期 末 残 高
(うち１年内返済予定額)

備 考

19,589,092H31.01.16 手 形

19,525,561

（単位：円）

長 期 借 入 金 明 細 表

19,525,561 63,531 0大根若王子線用地
（間米町鶴根地内）

愛知信金 0.325

19,589,09263,531 0合      計
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（単位 ： 円）

金 額 摘 要

公有地取得事業収益 0

0

（単位 ： 円）

金 額 摘 要

公有地取得事業原価 0

0

（単位 ： 円）

区 分 出 資 金 摘 要

基 本 財 産 10,000,000

合 計 10,000,000

事 業 収 益 明 細 表

科 目

公 有 用 地 売 却 収 益

合 計

事 業 原 価 明 細 表

科 目

公 有 用 地 売 却 原 価

合 計

資 本 金 明 細 表

出 資 団 体 名

豊 明 市
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参考資料

取  得

事  業  名 所      在 面積(㎡) 地目 金   額(円) 事業報告 №

都市計画道路用地 174.00 63,531

　大根若王子線用地 間米町鶴根地内 174.00 宅地 63,531 （１）

174.00 63,531

処  分

事  業  名 所      在 面積(㎡) 地目 金額(円） 事業報告 №

0.00 0

令和２年度豊明市土地開発公社事業実績

合      計

合      計
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豊明市土地開発公社理事会次第 

日  時  令和 2年 3 月 12 日 

        午前 10 時 00 分～ 

場  所  豊明市役所 政策審議室 

 1  会期の決定 

 2  会議録署名者の指名 

 3  議案上程・提案理由説明 

  議案第 1号  令和 2年度豊明市土地開発公社事業計画について 

  議案第 2号  令和 2年度豊明市土地開発公社収支予算について 
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剰 余 金 処 分 計 算 書

（単位  円）

      これを次のとおり処分するものとする。

1 前年度繰越剰余金

2 当 年 度 純 損 失

15,221,592

62,549

15,159,043翌 年 度 繰 越 剰 余 金
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豊明市土地開発公社理事会次第 

日  時  令和 2年 3 月 12 日 

        午前 10 時 00 分～ 

場  所  豊明市役所 政策審議室 

 1  会期の決定 

 2  会議録署名者の指名 

 3  議案上程・提案理由説明 

  議案第 1号  令和 2年度豊明市土地開発公社事業計画について 

  議案第 2号  令和 2年度豊明市土地開発公社収支予算について 
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豊明市土地開発公社理事会次第 

日  時  令和 2年 3 月 12 日 

        午前 10 時 00 分～ 

場  所  豊明市役所 政策審議室 

 1  会期の決定 

 2  会議録署名者の指名 

 3  議案上程・提案理由説明 

  議案第 1号  令和 2年度豊明市土地開発公社事業計画について 

  議案第 2号  令和 2年度豊明市土地開発公社収支予算について 
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豊明市土地開発公社

令和３年度

事業計画及び収支予算書

-23-

（案）

令和３年３月８日　議決



豊明市土地開発公社理事会次第 

日  時  令和 2年 3 月 12 日 

        午前 10 時 00 分～ 

場  所  豊明市役所 政策審議室 

 1  会期の決定 

 2  会議録署名者の指名 

 3  議案上程・提案理由説明 

  議案第 1号  令和 2年度豊明市土地開発公社事業計画について 

  議案第 2号  令和 2年度豊明市土地開発公社収支予算について 
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事  業  名 取  得  面  積

令和３年度豊明市土地開発公社事業計画

処  分  面  積

㎡㎡
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豊明市土地開発公社理事会次第 

日  時  令和 2年 3 月 12 日 

        午前 10 時 00 分～ 

場  所  豊明市役所 政策審議室 

 1  会期の決定 

 2  会議録署名者の指名 

 3  議案上程・提案理由説明 

  議案第 1号  令和 2年度豊明市土地開発公社事業計画について 

  議案第 2号  令和 2年度豊明市土地開発公社収支予算について 
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0

（収益的収入及び支出の予定）

令和３年度豊明市土地開発公社予算

（総則）

第１条  令和３年度豊明市土地開発公社の収支予算は、以下に定めるとこ

1

0

0

  第１項

収入合計 90

支    出

第１款

      ろによる。

  第２項

（単位  千円）

事業外収益

事業収益

  雑収益

89  第１項

  公有地取得事業収益

  受取利息

0

90

収    入

第２条  収益的収入及び支出の予定額を次のとおり定める。

  第１項

第２款

90

第２款

（単位  千円）

事業原価

  公有地取得事業原価

第１款

  第１項

  予備費

販売費及び一般管理費

  販売費及び一般管理費

第３款

85

85

5

5

支出合計

予備費

  第１項
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104

（単位  千円）

（資本的収入及び支出の予定）

第３条  資本的収入及び支出の予定額を次のとおり定める。

資本的支出 104

  第１項   借入金 104

（資本的収入額が資本的支出額に対し不足した場合、当年度

収    入

第１款 資本的収入

目       的 事業資金にあてるため

収入合計 104

分損益勘定留保資金で補填するものとする。）

  第１項   公有地取得事業費

支    出 （単位  千円）

第１款

104

  第２項   償還金

（借入金）

借 入 方 法

支出合計 104

0

第４条  資金の借入方法及び借入限度額並びに償還方法を次のとおり定める。

利       率

償 還 方 法

2,000,000千円以内

市中金融機関    手形借入

年利4.0％以内

土地売却代金を収納した都度償還するものとする。

限  度  額
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収    入

款 項 目 節 金  額

１事業収益 0
１公有地取得事業収益 0

１公有用地売却収益 0

２事業外収益 90

１受取利息 89

１受取利息 89

２雑収益 1

１雑収益 1

90

支    出

款 項 目 節 金  額

１事業原価 0
１公有地取得事業原価 0

１公有用地売却原価 0
２販売費及び一般管理費 85

１販売費及び一般管理費 85

１人件費 0

１報酬 0

２経費 85

１旅費 1

２交際費 1

３需用費 10

４役務費 1

５負担金 1

６公租公課 71

３予備費 5

１予備費 5

１予備費 5

90

Ⅰ  令和３年度豊明市土地開発公社予算執行計画

収益的収入及び支出

（単位  千円）

収  入  合  計

（単位  千円）

支  出  合  計
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収    入

款 項 目 節 金  額

１資本的収入 104

１借入金 104

１借入金 104

104

（資本的収入額が資本的支出額に対し不足した場合、当年度

支    出

款 項 目 節 金  額

１資本的支出 104
１公有地取得事業費 104

１用地費 0

２補償費 0

３委託料 0

４工事費 0

５支払利息 104

６需用費 0

１消耗品費 0

２償還金 0

１借入償還金 0

104

（単位  千円）

支  出  合  計

収  入  合  計

分損益勘定留保資金で補填するものとする。）

資本的収入及び支出

（単位  千円）
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区    分 前年度決算見込額 当年度予算額 増減（△）

受入資金 15,294 15,353 59

(1)事業収益 0 0 0

(2)事業外収益 8 90 82

(3)長期借入金 64 104 40

(4)前年度繰越金 15,222 15,159 △ 63

支払資金 135 189 54

(1)販売費及び一般管理費 71 85 14

(2)公有地取得事業費 64 104 40

(3)償還金 0 0 0

(4)前年度未払金 0 0 0

差    引 15,159 15,164 5

Ⅱ  資 金 計 画 書

（単位  千円）
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Ⅲ  予 定 損 益 計 算 書

（単位  千円）

１事業収益

（１）公有用地売却収益 0

      事業収益合計 0

２事業原価

（１）公有用地売却原価 0

      事業原価合計 0

      事業総利益 0

３販売費及び一般管理費

（１）販売費及び一般管理費 85

      販売費及び一般管理費合計 85

      事業損失 85

４事業外収益

（１）受取利息 89

（２）雑収益 1

      事業外収益合計 90

    当年度純利益 5

（令和３年４月１日～令和４年３月３１日）
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Ⅳ  予 定 事 業 原 価 計 算 書

（単位  千円）

１公有用地取得事業費

（１）用地費 0

（２）補償費 0

（３）委託料 0

（４）工事費 0

（５）支払利息 104

（６）需用費 0

    当年度取得事業原価 104

    前年度末未処分用地 19,604

    当年度用地売却原価 0

    当年度末未処分用地 19,708

（令和３年４月１日～令和４年３月３１日）
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Ⅴ  予 定 貸 借 対 照 表

（単位  千円）

資 産 の 部

１流動資産

（１）現金及び預金 15,164

（２）公有用地 19,708

      流動資産合計 34,872

２固定資産

（１）投資その他の資産 10,000

      固定資産合計 10,000

      資 産 合 計 44,872

負 債 の 部

１固定負債

（１）長期借入金 19,693

      負 債 合 計 19,693

資 本 の 部

１資本金

（１）基本財産 10,000

      資本金合計 10,000

２準備金

（１）前期繰越準備金 15,174

（２）当期純利益 5

      準備金合計 15,179

      資 本 合 計 25,179

   負 債 ・ 資 本 合 計 44,872

（令和４年３月３１日現在）
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参考資料

取  得
（単位  ㎡）

事 業 名 所  在 面  積 備  考

0.00

処  分
（単位  ㎡）

事 業 名 所  在 面  積 備  考

0.00

合    計

令和３年度豊明市土地開発公社事業計画

合    計
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豊明市土地開発公社理事会次第 

日  時  令和 2年 3 月 12 日 

        午前 10 時 00 分～ 

場  所  豊明市役所 政策審議室 

 1  会期の決定 

 2  会議録署名者の指名 

 3  議案上程・提案理由説明 

  議案第 1号  令和 2年度豊明市土地開発公社事業計画について 

  議案第 2号  令和 2年度豊明市土地開発公社収支予算について 
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報告第６号 

 
   令和２年度豊明市一般会計予算の継続費に係る繰越報告について 
 継続費に係る歳出予算の経費を別紙のように翌年度に繰越したので、地方自

治法施行令第１４５条第１項の規定により議会に報告する。 

  
    令和３年６月３日提出  

 

                                  豊明市長    小 浮 正 典 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



国県支出金 地方債 その他

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

１０ 教育費 ２ 小学校費
新 設 校
開設事業

669,160,000 121,650,000 547,510,000 669,160,000 326,075,620 343,084,380 343,084,380 222,784,380 64,800,000 55,500,000 0

669,160,000 121,650,000 547,510,000 669,160,000 326,075,620 343,084,380 343,084,380 222,784,380 64,800,000 55,500,000 0

令和２年度豊明市一般会計継続費繰越計算書

繰越金
款 項 事業名 特定財源

左 の 財 源 内 訳

合       　　計

継続費
の総額

令和２年度継続費予算現額 支出済額
及び支出
見込額

残額
翌年度逓次

繰越額予算計上額
前年度逓
次繰越額

計



 

報告第７号 

 
   令和２年度豊明市一般会計予算の繰越明許費に係る繰越報告について 
 繰越明許費に係る歳出予算の経費を別紙のように翌年度に繰越したので、地

方自治法施行令第１４６条第２項の規定により議会に報告する。 

  
    令和３年６月３日提出  

 

                                  豊明市長    小 浮 正 典 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



国県支出金 その他
円 円 円 円 円 円

２ 総務費 １ 総務管理費 公共施設管理事業 23,727,000 23,727,000 0 0 0 23,727,000

２ 総務費 ３ 戸籍住民基本台帳費 住民記録電算処理事業 14,160,000 14,160,000 0 13,024,000 0 1,136,000

３ 民生費 ２ 児童福祉費 保育事業 67,743,000 67,743,000 0 0 0 67,743,000

４ 衛生費 １ 保健衛生費 新型感染症予防接種事業 58,933,000 49,176,000 0 17,367,000 0 31,809,000

８ 土木費 ４ 都市計画費 桜ヶ丘沓掛線改良事業 6,567,000 6,567,000 0 0 0 6,567,000

８ 土木費 ４ 都市計画費 大根若王子線改良事業 5,511,000 5,511,000 0 0 0 5,511,000

10 教育費 ３ 中学校費 中学校管理事務事業 1,958,000 825,000 0 0 0 825,000

10 教育費 ４ 社会教育費 図書館維持管理事業 36,151,000 36,151,000 0 0 0 36,151,000

214,750,000 203,860,000 0 30,391,000 0 173,469,000

翌年度繰越額

左 の 財 源 内 訳

既 収 入
特定財源

未収入特定財源
一般財源

合 　　　　　計

令和２年度豊明市一般会計繰越明許費繰越計算書

款 項 事業名 金額



議案第４１号 

 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 下記の者は、令和３年９月３０日任期満了となるので、同人を人権擁護委員

の候補者として推薦するものとする。 

 

  令和３年６月３日提出 

 

                           豊明市長  小 浮 正 典      

 

                 記                  

住  所   豊明市栄町 

氏  名   木 村 吉 男 

生年月日    

 

   説 明 

 この案を提出するのは、人権擁護委員法第６条第３項の規定に基づき、議会

の意見を求める必要があるからである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案第４２号 

 

   工事請負契約の締結について 

 下記のとおり工事請負契約を締結するものとする。 

 

  令和３年６月３日提出 

 

                豊明市長  小 浮 正 典      

 

記 

１ 工 事 名   国庫補助事業 （仮称）多世代交流館整備工事 

２ 工 事 場 所   豊明市二村台１丁目地内 

３ 工 事 の 概 要   旧唐竹小学校の閉校に伴う跡地利用のための全面的な 

           改修及び駐車場等の整備 

４ 請負契約金額   ９２０，７００，０００円 

５ 請 負 契 約 者   名古屋市中区栄３丁目３２番２０号 

小原建設株式会社 名古屋支店 

支店長 久野 文也 

６ 契 約 の 方 法   制限付一般競争入札（事後審査型）                 

 

   説 明 

 この案を提出するのは、旧唐竹小学校の閉校に伴う跡地利用のための全面的 

な改修及び駐車場等の整備工事施工のため必要があるからである。 

 

























議案第４４号 

 

豊明市公平委員会の委員の服務の宣誓に関する条例の一部改正について 

豊明市公平委員会の委員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例を

別添のように定めるものとする。 

 

  令和３年６月３日提出 

 

  豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、宣誓書への押印を廃止する等のため必要があるから

である。 



豊明市公平委員会の委員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条

例 

 

豊明市公平委員会の委員の服務の宣誓に関する条例（昭和４８年豊明市条例

第２４号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「第９条第１２項」を「第９条の２第１２項」に改める。 

第２条中「任命権者の面前において」を削り、「宣誓書に署名捺印し」を「宣

誓書を任命権者に提出し」に改める。 

別記様式中「㊞」を削る。 

  附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 



議案第４５号 

 

豊明市固定資産評価審査委員会条例の一部改正について 

豊明市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例を別添のように定

めるものとする。 

 

  令和３年６月３日提出 

 

  豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、審査申出書及び口述書における押印を廃止する等の

ため必要があるからである。 



   豊明市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例  

 

 豊明市固定資産評価審査委員会条例（昭和４７年豊明市条例第１７号）の一

部を次のように改正する。 

 第４条第４項を削り、同条中第５項を第４項とし、第６項を第５項とする。  

 第６条第２項中「行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律」

を「情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律」に、「第３条第１項」

を「第６条第１項」に改める。 

 第８条第５項中「記載し、提出者が署名押印しなければならない。」を「記

載しなければならない。」に改める。  

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



議案第４６号 

 

   豊明市職員の服務の宣誓に関する条例の一部改正について 

 豊明市職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例を別添のように

定めるものとする。 

 

  令和３年６月３日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、宣誓書への押印を廃止する等のため必要があるから

である。 



豊明市職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例  

 

 豊明市職員の服務の宣誓に関する条例（昭和４７年豊明市条例第２４号）の

一部を次のように改正する。  

第２条中「、任命権者又は任命権者の定める上級の公務員の面前において」

を削り、「宣誓書に署名し」を「宣誓書を任命権者に提出し」に改める。 

別記様式中「㊞」を削る。  

附 則  

この条例は、公布の日から施行する。  



議案第４７号 

 

   豊明市税条例の一部改正について  

 豊明市税条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとする。  

 

 令和３年６月３日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典  

 

   説 明 

この案を提出するのは、地方税法等の一部改正に伴い必要があるからである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   豊明市税条例の一部を改正する条例 

 

豊明市税条例（昭和４７年豊明市条例第４４号）の一部を次のように改正す

る。 

第２６条第２項中「及び扶養親族」の次に「（年齢１６歳未満の者及び控除

対象扶養親族に限る。以下この項において同じ。）」を加える。 

第３３条の７第１項を次のように改める。 

所得割の納税義務者が、前年中に法第３１４条の７第１項第１号及び第２ 

号に掲げる寄附金又は次に掲げる寄附金（愛知県知事が定めるものに限る。） 

若しくは金銭を支出した場合には、同項に規定するところにより控除すべき

額（当該納税義務者が前年中に同条第２項に規定する特例控除対象寄附金を 

支出した場合にあっては、当該控除すべき金額に特例控除額を加算した金額。 

以下この項において「控除額」という。）をその者の第３３条の３及び前条

の規定を適用した場合の所得割の額から控除するものとする。この場合にお

いて、当該控除額が当該所得割の額を超えるときは、当該控除額は、当該所

得割の額に相当する金額とする。 

（１） 所得税法第７８条第２項第２号の規定に基づき財務大臣が指定した寄

附金 

（２） 所得税法施行令（昭和４０年政令第９６号）第２１７条第１号に規定

する独立行政法人に対する寄附金（出資に関する業務に充てられること

が明らかなものを除き、当該法人の主たる目的である業務に関連するも

のに限る。） 

（３） 所得税法施行令第２１７条第１号の２に規定する地方独立行政法人に

対する寄附金（出資に関する業務に充てられることが明らかなものを除

き、当該法人の主たる目的である業務に関連するものに限る。） 

（４） 所得税法施行令第２１７条第２号に規定する法人に対する寄附金（法

第３１４条の７第１項第２号に掲げるもの及び出資に関する業務に充て

られることが明らかなものを除き、当該法人の主たる目的である業務に

関連するものに限る。） 

（５） 所得税法施行令第２１７条第３号に規定する公益社団法人及び公益財



団法人（所得税法施行令の一部を改正する政令（平成２０年政令第１５

５号）附則第１３条第２項の規定によりなおその効力を有するものとさ

れる改正前の所得税法施行令第２１７条第１項第２号及び第３号に規定

する民法法人を含む。）に対する寄附金（出資に関する業務に充てられ

ることが明らかなものを除き、当該法人の主たる目的である業務に関連

するものに限る。） 

（６） 所得税法施行令第２１７条第４号に規定する学校法人に対する寄附金

（出資に関する業務に充てられることが明らかなものを除き、当該法人

の主たる目的である業務に関連するものに限る。） 

（７） 所得税法施行令第２１７条第５号に規定する社会福祉法人に対する寄

附金（法第３１４条の７第１項第２号に掲げるもの及び出資に関する業

務に充てられることが明らかなものを除き、当該法人の主たる目的であ

る業務に関連するものに限る。） 

（８） 所得税法施行令第２１７条第６号に規定する更生保護法人に対する寄

附金（出資に関する業務に充てられることが明らかなものを除き、当該

法人の主たる目的である業務に関連するものに限る。） 

（９） 所得税法第７８条第３項に規定する特定公益信託の信託財産とするた

めに支出した金銭のうち、愛知県知事又は愛知県教育委員会の所管に属

する公益信託の信託財産とするために支出したもの 

（１０） 租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第４１条の１８の２第

２項に規定する特定非営利活動に関する寄附金（その寄附をした者に特

別の利益が及ぶと認められるもの、出資に関する業務に充てられること

が明らかなものを除く。） 

第３５条の３の３第１項中「控除対象扶養親族を除く」を「年齢１６歳未満

の者に限る」に改める。 

附則第５条第１項中「及び扶養親族」の次に「（年齢１６歳未満の者及び控

除対象扶養親族に限る。以下この項において同じ。）」を加える。 

附則第６条中「令和４年度」を「令和９年度」に改める。 

附則第１０条の２第１７項を同条第１８項とし、同条１６項を同条第１７項

とし、同条第１５項の次に次の１項を加える。 



１６ 法附則第１５条第４６項に規定する市の条例で定める割合は、３分の１

とする。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（ 

令和３年法律第３１号）の施行の日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、当該各号に定める日から施行する。 

（１） 第３３条の７第１項の改正規定及び同条例附則第６条の改正規定並び

に次条第１項の規定 令和４年１月１日 

（２） 第２６条第２項及び第３５条の３の３第１項の改正規定並びに同条例

附則第５条第１項の改正規定並びに次条第２項の規定 令和６年１月１

日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の豊明市税条例（以下「新条例」という。） 

第３３条の７第１項の規定は、所得割の納税義務者がこの条例の施行の日（ 

以下この項において「施行日」という。）以後に支出する同項に規定する寄

附金又は金銭について適用し、所得割の納税義務者が施行日前に支出した第

１条の規定による改正前の豊明市税条例第３３条の７第１項に規定する寄附

金又は金銭については、なお従前の例による。 

２ 新条例の規定中個人の市民税に関する部分は、令和６年度以後の年度分の 

個人の市民税について適用し、令和５年度分までの個人の市民税については、 

なお従前の例による。 



議案第４８号 

 

   豊明市手数料徴収条例の一部改正について 

 豊明市手数料徴収条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとす

る。 

 

  令和３年６月３日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典 

 

   説 明 

 この案を提出するのは、行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律の一部改正に伴い必要があるからである。 



豊明市手数料徴収条例の一部を改正する条例 

 

豊明市手数料徴収条例（平成１２年豊明市条例第６号）の一部を次のように

改正する。 

第２条第１項中第２２号を削り、第２３号を第２２号とし、第２４号から第

３１号までを１号ずつ繰り上げる。 

附 則 

この条例は、令和３年９月１日から施行する。 

 



議案第４９号 

 

豊明市母子・父子家庭医療費支給条例の一部改正について 

 豊明市母子・父子家庭医療費支給条例の一部を改正する条例を別添のように

定めるものとする。 

 

  令和３年６月３日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

説 明 

 この案を提出するのは、福祉医療費支給事業事務取扱要領の一部改正に伴い

必要があるからである。 

 



豊明市母子・父子家庭医療費支給条例の一部を改正する条例 

 

 豊明市母子・父子家庭医療費支給条例（昭和５３年豊明市条例第３２号）の

一部を次のように改正する。 

第２条第３項中「児童扶養手当に係る所得の範囲及びその額の計算方法」を

「政令第３条第１項並びに第４条第１項及び第２項の規定」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、令和３年３月１日から適用する。 

 



議案第５０号 

 

豊明市国民健康保険条例の一部改正について 

豊明市国民健康保険条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものと

する。 

 

令和３年６月３日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典 

 

説 明 

この案を提出するのは、新型インフルエンザ等対策特別措置法の一部改正に

伴い必要があるからである。 



豊明市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

豊明市国民健康保険条例（昭和４７年豊明市条例第６４号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第２条中「昭和３３年法律第１９２号」の次に「。以下「法」という。」を

加える。 

第５条第２項中「国家公務員等共済組合法」を「国家公務員共済組合法」に

改める。 

第７条中「国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号。以下「法」とい

う。）」を「法」に改める。 

附則第４条第１項中「（大正１１年法律第７０号）」を削り、「新型インフ

ルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）附則第１条の２に規定

する新型コロナウイルス感染症」を「新型コロナウイルス感染症（病原体がベ

ータコロナウイルス属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人民共和国か

ら世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有することが新たに報告された

ものに限る。）である感染症をいう。以下同じ。）」に改める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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